
資料：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（平成12年・平成18年）
（注）調査対象は、全国60歳以上の男女
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資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」
（注）平成18年４月より介護保険の改正に伴い、要介護度の区分が変更されている。
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要支援２

要支援１

要支援

（２）高齢者の介護
ア 高齢者の要介護者等数は急速に増加してお
り、特に７５歳以上で割合が高い
介護保険制度における要介護者又は要支援者

と認定された者（以下「要介護者等」という。）
のうち、６５歳以上の者の数についてみると、平
成１９（２００７）年度末で４３７．８万人となっており、

１３（２００１）年度末から１５０．１万人増加しており、
第１号被保険者の１５．９％を占めている（図１－
２－３－１０）。
また、６５～７４歳と７５歳以上の被保険者につい

て、それぞれ要支援、要介護の認定を受けた者
の割合をみると、６５～７４歳では要支援の認定を
受けた者が１．３％、要介護の認定を受けた者が

図１－２－３－９ 医療サービスの利用状況（国際比較）

図１－２－３－１０ 第１号被保険者（６５歳以上）の要介護度別認定者数の推移



３．１％であるのに対して、７５歳以上で要支援の
認定を受けた者は７．５％、要介護の認定を受け
た者は２１．６％となっており、７５歳以上になると
要介護の認定を受ける者の割合が大きく上昇す
る（表１－２－３－１１）。
介護保険制度のサービスを受給した６５歳以上

の被保険者は、平成２２（２０１０）年１月審査分で

約３８３万人となっており、男女比でみると男性
が２８．１％、女性が７１．９％となっている。
さらに、介護サービスの利用実態をみると、

要介護１～３の者は居宅サービスの利用が多い
一方、重度（要介護５）の者は施設サービス利
用が半数を超えている（表１－２－３－１２）。
要介護者等について、介護が必要になった主

な原因についてみると、「脳血管疾患」が２３．３％
と最も多く、次いで、「認知症」１４．０％、「高齢
による衰弱」１３．６％、「関節疾患」１２．２％となっ
ている。男性の「脳血管疾患」が３５．９％と特に
多くなっている（図１－２－３－１３）。

６５～７４歳 ７５歳以上
要支援 要介護 要支援 要介護
１８７ ４６０ ９６０ ２，７６９
（１．３） （３．１） （７．５） （２１．６）

総 数
介護予防サービス 介護サービス

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
受給者総数

（６５歳以上の受給者）
３，８３２．４［１００．０］ ３５７．１ ４５１．１ ６６７．１ ７２４．３ ６４０．８ ５４６．５ ４４５．５
（１００．０） （９．３） （１１．８） （１７．４） （１８．９） （１６．７） （１４．３） （１１．６）

男 １，０７６．５［２８．１］ ８３．６ １０５．９ １８５．２ ２３１．０ ２０２．９ １５８．０ １１０．０
（１００．０） （７．８） （９．８） （１７．２） （２１．５） （１８．８） （１４．７） （１０．２）

女 ２，７５５．８［７１．９］ ２７３．６ ３４５．１ ４８１．９ ４９３．３ ４３７．９ ３８８．５ ３３５．６
（１００．０） （９．９） （１２．５） （１７．５） （１７．９） （１５．９） （１４．１） （１２．２）

計 要支援１ 要支援２

総数 ８３２．１ ３６３．３ ４６６．５
（１００．０） （１００．０） （１００．０）

介護予防居宅
サービス

８２１．３ ３５８．６ ４６０．５
（９８．７） （９８．７） （９８．７）

介護予防地域密着型
サービス

５．３ １．９ ３．４
（０．６） （０．５） （０．７）

計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

総数 ３，１３５．４ ６８６．４ ７５７．２ ６６５．７ ５６４．０ ４６２．０
（１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０）

居宅サービス ２，１４２．８ ６１２．３ ６１８．８ ４３８．０ ２８７．１ １８６．６
（６８．３） （８９．２） （８１．７） （６５．８） （５０．９） （４０．４）

地域密着型サービス ２４７．８ ４６．９ ６１．９ ６９．８ ４４．９ ２４．４
（７．９） （６．８） （８．２） （１０．５） （８．０） （５．３）

施設サービス ８４９．０ ３８．２ ９８．６ １８９．４ ２５６．８ ２６６．０
（２７．１） （５．６） （１３．０） （２８．５） （４５．５） （５７．６）

単位：千人、（ ）内は％

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」（平成１９
年度）より算出

（注）経過的要介護の者を除く。

（１）介護保険サービスの利用状況（介護サービス受給者数） （単位：千人）

資料：厚生労働省「介護給付費実態調査月報」（平成２２年１月審査分）より内閣府作成
（注１）［ ］内は受給者総数に対する男女の割合。（ ）内は総数に占める割合（単位：％）
（注２）６５歳以上の受給者は、６５歳以上の年齢階級別の受給者数（千人単位）を足しあげたものである。
（注３）総数には、平成２１年２月サービス提供分以前の経過的要介護の者を含む。

（２）要介護度別のサービス利用状況（受給者数）（単位：千人）

（単位：千人）

資料：厚生労働省「介護給付費実態調査月報」（平成２２年１月審査分）より内閣府作成
（注１）（ ）内は要介護（要支援）状態区分別の受給者総数に占める各サービスの受給者の割合（単位：％）
（注２）総数には、月の途中で要支援から要介護又は要介護から要支援に変更となった者及び平成２１年２月サービス提供分以前の経過的要介護

の者を含む。端数処理等の関係上、内訳の合計が総数に合わない場合がある。
（注３）「介護予防支援」または「居宅介護支援」のみの受給者は、「総数」には含むが「介護予防居宅サービス」または「居宅サービス」には

含まない。

表１－２－３－１２ 介護保険サービスの利用状況

表１－２－３－１１ 要介護等認定の状況
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成19年）

23.3 4.3 12.2 14.0 9.3 13.6 23.3
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16.8 3.9 15.9 15.0 11.1 15.4 21.9

脳血管疾患
（脳卒中）

心疾患
（心臓病）

関節疾患 認知症 骨折・転倒 高齢による衰弱 その他・
不明・不詳

イ 主に家族（とりわけ女性）が介護者となっ
ており、「老老介護」も相当数
介護を頼みたい相手についてみると、男性は

「配偶者」の割合が８０．７％、女性は「子ども」
の割合が６３．１％と最も高くなっている。前回調
査結果と比較すると「ホームヘルパー」の割合
が男女ともに倍増している（図１－２－３－
１４）。
要介護者等からみた主な介護者の続柄をみる

と、６割が同居している者が主な介護者となっ
ている。その主な内訳をみると、配偶者が
２５．０％、子が１７．９％、子の配偶者が１４．３％と
なっている。また、性別にみると、男性が
２８．１％、女性が７１．９％と女性が多くなってい
る。
要介護者等と同居している主な介護者の年齢

についてみると、男性では６５．８％、女性では
５５．８％が６０歳以上であり、いわゆる「老老介護」
のケースも相当数存在していることがわかる
（図１－２－３－１５）。

ウ 家族の介護・看護のために離職・転職する
人が増えている
家族の介護や看護のために離職や転職をする

人が増えている。家族の介護や看護を理由とし
た離職・転職者数は平成１８（２００６）年１０月から
１９（２００７）年９月の１年間で１４４，８００人であり、
前年から４０，６００人増加した。とりわけ女性の離
職・転職数は、１１９，２００人で、全体の８２．３％を
占めている（図１－２－３－１６）。
また、男女・年齢別にみると、男性は４０代及

び５０代、女性は３０代及び４０代の離職・転職がそ
れぞれ約６割を占めている（図１－２－３－
１７）。

エ 「要介護５」では約半数がほとんど終日介
護を行っている
同居している主な介護者が１日のうち介護に

要している時間をみると、「必要な時に手をか
す程度」が３７．２％と最も多い一方で、「ほとん
ど終日」も２２．３％となっている。要介護度別に
みると、要支援１から要介護２までは「必要な
時に手をかす程度」が最も多くなっているが、
要介護３以上では「ほとんど終日」が最も多く

図１－２－３－１３ 要介護者等の性別にみた介護が必要となった主な原因



資料：内閣府「高齢者の健康に関する意識調査」（平成19年）
（注）調査対象は、全国65歳以上の男女　　
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成19年）
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図１－２－３－１４ 介護を頼みたい相手（時系列・性別）

図１－２－３－１５ 要介護者等からみた主な介護者の続柄

第
１
章

高
齢
化
の
状
況

第
２
節

高
齢
者
の
姿
と
取
り
巻
く
環
境
の
現
状
と
動
向



資料：総務省「就業構造基本調査」（平成19年）

女性
男性
総数における女性の比率

18年10月～
19年9月

17年10月～
18年9月

16年10月～
１７年9月

15年10月～
16年9月

平成14年10月～
15年9月

40.0
45.0
50.0
55.0
60.0
65.0
70.0
75.0
80.0
85.0
90.0

0
20,000
40,000
60,000
80,000
100,000
120,000
140,000
160,000
180,000
200,000 84.1

14,700
92,50092,500

77,800

83.8

16,000
98,900

82,900

80.3

20,400
103,500

83,200

81.7

19,100
104,300

85,100

82.3

25,600
144,800

119,200

女性（n＝119,200）

男性（n＝25,600）

資料：総務省「就業構造基本調査」（平成19年）
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なっており、要介護５では約半数がほとんど終
日介護している。なお、平成１９（２００７）年の調
査と１６（２００４）年の調査を比較すると、「ほと
んど終日」が０．７ポイント、「半日程度」が２．１
ポイント増加する一方で、「必要な時に手をか
す程度」が７．５ポイント減少している（図１－
２－３－１８）。

オ 介護従事者の平均給与額は月平均で約
８，９００円増加
介護従事者の平均給与額について調査したと

ころ、平成２１（２００９）年１０月１日時点に調査対
象施設・事業所に在籍した介護従事者（月給・

日給・時給の者の合計）の平均給与額は、２０
（２００８）年と比較して平均で約８，９３０円の増加、
月給の者では約９，４６０円、時給の者では約１，５９０
円の増加となっている。
また、職種別の平均給与額の増加額は、平均

で看護職員では約８，５３０円、介護職員では約
８，７９０円、生活相談員・支援相談員では約
１２，０７０円、理学療法士・作業療法士・言語聴覚
士または機能訓練指導員では約８，１３０円、介護
支援専門員では約９，３４０円、それぞれ増加した
（図１－２－３－１９）。

図１－２－３－１７ 介護・看護を理由に離職・転職した人の年齢構成割合
（１８年１０月～１９年９月に離職・転職した人）

図１－２－３－１６ 介護・看護を理由に離職・転職した人数



資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」
（注）「総数」には要介護度不詳を含む。

（％）

ほとんど終日 半日程度 2～ 3時間程度 必要な時に手をかす程度 その他 不詳
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21.6 7.9 9.9 44.7 8.0 7.9
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4.4 5.3 7.0 55.5 20.4 7.4

10.4 4.7 9.1 53.5 15.4 6.9
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0.70.7
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10.8 5.0 9.1 54.2 12.7 8.3

19.7 12.3 15.1 38.1 8.0 6.8

30.9 12.2 14.6 29.8 7.9 4.6

43.5 17.0 11.8 10.9 7.7 9.0

52.7 17.5 6.8 4.7 7.7 10.6

４ 高齢者の就業

（１）高齢者の就業状況
ア ６０歳を過ぎても働く高齢者、働きたい高齢
者は多い
高齢者の就業状況についてみると、男性の場

合、就業者の割合は、５５～５９歳で９０．５％、６０～
６４歳で７３．１％、６５～６９歳で５０．１％となってお

り、６０歳を過ぎても、多くの高齢者が就業して
いる。また、不就業者では、６０～６４歳の不就業
者（２６．９％）のうち３割以上の者が、６５～６９歳
の不就業者（４９．９％）のうち２割以上の者が、
それぞれ就業を希望している。また、女性の就
業者の割合は、５５～５９歳で６１．６％、６０～６４歳で
４３．５％、６５～６９歳で２８．２％となっている（図
１－２－４－１）。

平均給与額 集計対象数
平成２１年 平成２０年 差

月給・日給・時給の者 ２２９，９３０ ２２１，０００ ８，９３０ ４８，９２６
月給の者 ２８７，３００ ２７７，８４０ ９，４６０ ３８，０２２
時給の者 １０５，１２０ １０３，５３０ １，５９０ ９，７４１
〈職種別（月給・日給・時給の者）〉
看護職員 ３０６，７３０ ２９８，２００ ８，５３０ ７，８５９
介護職員（訪問介護員を含む） １９７，９６０ １８９，１７０ ８，７９０ ２９，５０４
生活相談員・支援相談員 ２９６，７００ ２８４，６３０ １２，０７０ ３，６２４
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は機能訓練指導員 ２７４，９４０ ２６６，８１０ ８，１３０ ２，８５９
介護支援専門員 ３１４，６５０ ３０５，３１０ ９，３４０ ４，４２９
資料：厚生労働省「平成２１年度介護従事者処遇状況等調査結果」
（注１）介護従事者の集計にあたっては、平成２１年の調査日に当該施設・事業所に在籍した介護従事者のうち、平成２０年と平成２１年ともに在籍

している者についてのみを集計対象としている。
（注２）介護従事者の平均給与額は、以下により算出

月給の者：基本給＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１／６）
日給の者：基本給×実労日数＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１／６）
時給の者：基本給×実労働時間＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１／６）

図１－２－３－１８ 同居している主な介護者の介護時間（要介護者等の要介護度別）

表１－２－３－１９ 介護従事者の平均給与額
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